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平成29年度事務事業評価シート

達成年度

H29年度

実績値

305

予 算

最終目標

農地中間管理事業を活用した利用権設定件数は，農地集積・集約化において一定の成果が得られました。今後は，営農
継続が困難な農地を面的集積し，担い手に貸し出すことで，更なる作業効率化による大 規模経営体の育成が必要で
す。

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農地利用権設定件数
農業経営基盤強化促進法に基づき，規模拡大を目指す農業者へ農地
利用集積を図る件数。 毎年の利用権設定件数の平均以上を目標設定

件

執行率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

予算額計 23,418 19,734 18,930 18,351 18,324

財
源
区
分

実績額計 23,417 19,734 18,930 18,351 18,324 19,387 18,045

19,387 18,045

1,043 866 779 0

一般財源 16,665 13,862 13,279 12,361 12,460

その他 742 828 708

13,525 18,045

0

地方債 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 6,010 5,044 4,943 4,947 4,998 5,083

国庫支出金 0 0 0 0

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

0 0 0

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

実績値 251 385 305

過年度
（決算額）

　農地の権利の設定・移転の許可（農地法第３条）や農地転用の許可及び届出受理（農地法
第４・５条）,遊休農地対策，違反転用防止対策，農地の贈与税及び相続税の納税猶予制度，農業者年金に
関わる業務を主に行っています。
　また，農業の規模拡大を目指す農業者に対し，農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設 定等促進事業
及び農地中間管理事業による農地貸借を推進し，担い手への農地集積・集約化 を図っています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
　担い手の経営農地が分散しているため，効率的農作業が困難となっています。また，農業
従事者の高齢化や担い手の減少等により，年々遊休農地が増加しています。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

目標値 270 270 280 290

農地利用権設定件数 年間の農地利用権設定件数 件

年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

農業者

施  策 03        農林業の振興
意図

（どのように）
効率的かつ安定的な農業経営

根拠法令 農業委員会等に関する法律第６条
目 ０１　農業委員会費

主な内訳 報酬，需用費，負担金補助金及び交付金

事業名
721

農業委員会一般経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

担当部 課名

新規 廃止 農業委員会 農業委員会



平成29年度事務事業評価シート

達成年度

平成28年度

実績値

305

農地法に基づく遊休農地の利用意向を確認し，農地台帳への入力作業を完了しました。今後は，これらの農地を担い手
が利用しやすいように集積・集約化し，農地再生を図る必要があります。

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農地利用権設定件数
農業経営基盤強化促進法に基づき，規模拡大を目指す農業者へ農地
利用集積を図る件数。 毎年の利用権設定件数の平均以上を目標設定

件

226 0

執行率

実績額計 0 0 0 0 0 226 0

％ ％ ％ ％ ％ 100 ％ ％

予算額計 0 0 0 0 0

0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 226 0

地方債 0 0 0 0 0 0 0

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0

その他 0 0 0

0 0 0

県支出金 0 0

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

実績値 305

過年度
（決算額）

市内農地の現地調査で判明した遊休農地の所有者対して，今後の農地利用の意向を調査しま
す。その為の封筒作成費，調査書郵便料の諸経費を補助事業として計上し，農地法に基づく 事務の適正化
を図ります。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
遊休農地の利用意向を確認後，貸したい農地を担い手に集積・集約化することで，農地の有
効利用を図る必要があります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

目標値 280

農地利用権設定件数 年間の農地利用権設定件数 件

年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

遊休農地所有者

施  策 03        農林業の振興
意図

（どのように）
農地法に基づく処理

０１　農業費

根拠法令
目 ０１　農業委員会費

主な内訳

農業委員会

事業名
10183

機構集積支援事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項

担当部 課名

新規 廃止 農業委員会


